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                                 （財）財務会計基準機構会員            

平成 22 年 3 月期   第 2 四半期決算短信（非連結）  平成 21 年 11 月 11 日 

会   社   名     株式会社 佐賀共栄銀行 
コ ー ド 番 号     ― 

(ＵＲＬ http://www.kyogin.co.jp/) 

代   表   者   役職名  取締役頭取          氏名 山本 孝之 
問合せ先責任者   役職名  取締役総合企画部長   氏名 井手 一文         ＴＥＬ(0952)26-2161 
四半期報告書提出予定日    平成 21 年 11 月 27 日  特定取引勘定設置の有無   無 
配当支払開始予定日       平成 21 年 12 月９日 

                                        (百万円未満、小数点第 1位未満は切捨て)       

１．平成 22 年 3月期第 2四半期(中間期)の業績(平成 21 年 4月 1日～平成 21 年 9月 30 日) 

(1)経営成績                                                (％表示は対前年中間期増減率) 

 経常収益 経常利益 中間純利益 

 

21 年 9 月中間期 

20 年 9 月中間期 

 百万円   ％ 

3,237 (   1.3) 

3,195 ( △11.1) 

百万円   ％ 

124 ( △25.7) 

167 (   － ) 

百万円   ％ 

37 ( △15.9) 

44 ( △12.0) 
 

 1 株当たり 

中間純利益 

潜在株式調整後 

1 株当たり中間純利益 

 

21 年 9 月中間期 

20 年 9 月中間期 

円  銭

2   02 

 2   43 

円  銭

― 

― 

 (2)財政状態 

 
総 資 産 純 資 産 

自己資本比率

（注１） 
1 株当たり 

純資産 

単体自己資本比率

(国内基準) (注２)

 

21 年 9 月中間期 

21 年 3 月期 

百万円 

232,935 

232,291 

百万円

10,054 

7,261 

％

4.3 

3.1 

円  銭 

550   68 

397   62 

(速報値)     ％

9.85 

9.81 

(参考) 自己資本      21 年 9 月中間期  10,054 百万円   21 年 3 月期  7,261 百万円 

(注１) ｢自己資本比率｣は、期末純資産の部合計を期末資産の部の合計で除して算出しております。 

(注２) ｢単体自己資本比率(国内基準)｣は、｢銀行法第 14 条の 2 の規定に基づき、銀行がその保有する資産等に照らし自 

己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準(平成 18 年金融庁告示第 19 号)｣に基づき算出し 

ております。 

２．配当の状況 
 

 １株当たり配当金 

(基準日) 第 1四半期末 第 2四半期末 第3四半期末 期  末 合  計 

 

平成 21 年 3月期 

円 銭 

― 

円 銭

2 50 

円 銭

― 

円 銭 

3 00 

円 銭

5 50 

平成 22 年 3月期 ― 2 50    

平成 22 年 3月期 

(予想) 

 ― 3 00 5 50 

 （注）配当予想の当四半期における修正の有無   無 

 

３．平成 22 年 3月期の業績予想(平成 21 年 4月 1日～平成 22 年 3月 31 日) 

                                                                      (％表示は対前期増減率) 

 経常収益 経常利益 当期純利益 1 株当たり当期純利益

 

通   期 

百万円   ％ 

6,110 ( △2.4) 

百万円   ％

220 ( △28.5)

百万円   ％ 

120 (  500.0) 

円  銭 

  6  57 

 （注）業績予想数値の当四半期における修正の有無   無
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４．その他 

(1) 中間財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

  （中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されるもの） 

  ① 会計基準等の改正に伴う変更     無 

  ② ①以外の変更                無 

(2) 発行済株式数(普通株式) 

  ① 期末発行済株式数(自己株式を含む) 

21 年 9 月中間期    18,352,500 株   21 年 3 月期         18,352,500 株 
  ② 期末自己株式数       21 年 9 月中間期        94,914 株   21 年 3 月期             90,393 株 

③ 期中平均株式数(中間期）   21 年 9 月中間期    18,258,966 株   20 年 9 月中間期     18,280,174 株 
 
 
※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

1.上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報により作成しておりますが、実際の業績は、今後

様々な要因によって大きく異なる結果となる可能性があります。 

2.当行は、特定事業会社（企業内容等の開示に関する内閣府令第 17 条の 15 第 2 項に規定する事業を行う会社）

に該当するため、当第 2四半期会計期間については、中間財務諸表を作成しております。 
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【定性的情報・財務諸表等】 

１．経営成績に関する定性的情報 

   当中間期のわが国経済は、在庫調整の進展や定額給付金、エコポイント制度、エコカー減税等の消費刺激

策及びアジア向けを中心とした輸出の増加等により鉱工業生産が持ち直し、リーマン・ショック以降続いて

いた金融経済危機の最悪期は脱したものの、雇用情勢が悪化傾向にあり、依然として厳しい状況が続きまし

た。 

   一方、佐賀県内の経済も同様に、鉱工業生産が持ち直しましたが、有効求人倍率が依然低いままであり、

雇用面の悪化を主因に厳しい状況が続きました。 

   このような経営環境の中、当中間期の経営成績は以下の通りとなりました。 

   損益につきましては、経常収益は資金運用収益が減少しましたが、株式等売却益等の増加により、前年同

期比４千２百万円増加して 32 億３千７百万円となりました。 

   経常費用は、資金調達費用や営業経費及び貸倒引当金繰入額が減少したものの、株式等償却が前年同期比

３億７千３百万円と大幅に増加したことにより、前年同期比８千５百万円増加して 31 億１千２百万円となり

ました。 

   この結果、経常利益は前年同期比４千３百万円減少の１億２千４百万円となりました。 

   また、中間純利益は前年同期比７百万円減少して３千７百万円となりました。 

 

２．財政状態に関する定性的情報 

   預金は、景気の低迷や所得環境の悪化等により法人預金や個人預金が減少したものの、地方公共団体の預

金が増加したことにより、前事業年度末比４億４千１百万円増加して 2,186 億６千９百万円となりました。 

   貸出金は、不動産業等が減少したことにより、前事業年度末比 40 億３千３百万円減少して 1,713 億１千万

円となりました。 

   有価証券は、安定収益確保を目的とした社債及び国債の増加により、前事業年度末比 58 億６千５百万円増

加して 523 億円となりました。 

   こうした結果、総資産は前事業年度末比６億４千４百万円増加して 2,329 億３千５百万円、純資産は前事

業年度末比 27 億９千３百万円増加して 100 億５千４百万円となりました。 

 

３．業績予想に関する定性的情報 

   平成 22 年３月期通期業績予想につきましては、平成 21 年５月 15 日公表の数値から変更はありません。 

 

４．その他 

(1) 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されるもの 

   該当事項はありません。 

 (2) 記載金額の表示 

   中間財務諸表における記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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５．【中間財務諸表】
(1)【中間貸借対照表】

前事業年度の要約
当中間会計期間末 貸借対照表
(平成21年９月30日) (平成21年３月31日)

3,784 7,610
2,400 －

5 5
52,300 46,435
171,310 175,343

581 620
4,757 4,783
88 75

1,829 1,910
775 819

△ 4,898 △ 5,312
232,935 232,291

218,669 218,228
－ 2,500

1,000 1,000
804 843
11 21
793 822
29 60
607 585
151 150
67 66
775 775
775 819

222,881 225,030

2,100 2,100
679 679
679 679

7,801 7,818
626 615

7,174 7,203
別途積立金 7,077 7,177
繰越利益剰余金 97 26

△ 45 △ 43
10,534 10,554

△ 1,408 △ 4,220
928 928

△ 480 △ 3,292
10,054 7,261
232,935 232,291

資産の部

(単位：百万円)

現金預け金

商品有価証券
有価証券
貸出金

コールローン

その他資産
有形固定資産
無形固定資産
繰延税金資産

預金

支払承諾見返
貸倒引当金
資産の部合計

負債の部

コールマネー
社債
その他負債

賞与引当金

未払法人税等

退職給付引当金
役員退職慰労引当金
睡眠預金払戻損失引当金

その他の負債

資本金

再評価に係る繰延税金負債
支払承諾
負債の部合計

純資産の部

資本剰余金
資本準備金
利益剰余金
利益準備金
その他利益剰余金

自己株式
株主資本合計
その他有価証券評価差額金
土地再評価差額金
評価・換算差額等合計
純資産の部合計
負債及び純資産の部合計
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(2)【中間損益計算書】

前中間会計期間 当中間会計期間
(自 平成20年４月１日 (自 平成21年４月１日
至 平成20年９月30日) 至 平成21年９月30日)

3,195 3,237
2,717 2,583

貸出金利息 2,332 2,189
有価証券利息配当金 382 391

322 308
108 130
47 215

3,027 3,112
376 322

預金利息 355 304
248 221
1 3

1,962 1,894
437 671
167 124
0 0
0 0

167 124
6 6

116 81
122 87
44 37

法人税等合計

経常収益
資金運用収益

役務取引等収益
その他業務収益

経常利益

その他経常収益
経常費用
資金調達費用

役務取引等費用

法人税等調整額

中間純利益

(単位：百万円)

特別損失

税引前中間純利益
法人税、住民税及び事業税

その他業務費用
営業経費
その他経常費用

固定資産処分損

- 5 -



㈱佐賀共栄銀行 平成 22 年 3月期第 2四半期 決算短信（非連結） 

                      - 6 - 

(3)【中間株主資本等変動計算書】 

 

Ⅰ 前事業年度（自 平成 20 年４月１日 至 平成 20 年９月 30 日） 
                                         (単位:百万円)     

株 主 資 本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益剰余金 

 

 

資本金 
資本準備金 利益準備金

別途積立金
繰越利益剰

余金 

利益剰余金

合計 

平成 20 年 3月 31 日残高 2,100 679 595 7,046 252 7,893

当中間期中の変動額  

利益準備金の積立 11 △11 ―

別途積立金の積立 131 △131 ―

剰余金の配当 △54 △54

中間純利益 44 44

自己株式の取得  

 

株主資本以外の項目の当中間期

中の変動額（純額）  

当中間期中の変動額合計 ― ― 11 131 △152 △10

平成 20 年 9月 30 日残高 2,100 679 606 7,177 99 7,883

 

(単位:百万円) 

株 主 資 本 評価・換算差額等  

 
自己株式 

株主資本 

合計 

その他有価

証券評価差

額 金

土地再評価

差額金 

評価・換算

差額等合計 

純資産合計

平成 20 年 3月 31 日残高 △34 10,638 △1,755 933 △821 9,816

当中間期中の変動額  

利益準備金の積立 ―  ―

別途積立金の積立 ―  ―

剰余金の配当 △54  △54

中間純利益 44  44

自己株式の取得 △3 △3  △3

 

株主資本以外の項目の事業年度

中の変動額（純額） 
△757 △757 △757

当中間期中の変動額合計 △3 △13 △757 △757 △771

平成 20 年 9月 30 日残高 △38 10,624 △2,512 933 △1,579 9,045

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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Ⅱ 当事業年度（自 平成 21 年４月１日 至 平成 21 年９月 30 日） 
                                         (単位:百万円)      

株 主 資 本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益剰余金 

 

 

資本金 
資本準備金 利益準備金

別途積立金
繰越利益

剰余金 

利益剰余金

合計 

平成 21 年 3月 31 日残高 2,100 679 615 7,177 26 7,818

 当中間期中の変動額  

利益準備金の積立 11 △11 ―

別途積立金の取崩 △100 100 ―

剰余金の配当 △54 △54

中間純利益 37 37

自己株式の取得  

 

 

株主資本以外の項目の当中

間期中の変動額（純額） 

 

 

当中間期中の変動額合計 ― ― 11 △100 71 △17

平成 21 年 9月 30 日残高 2,100 679 626 7,077 97 7,801

 

                                       (単位:百万円)      

株 主 資 本 評価・換算差額等  

自己株式 
株主資本

合  計

その他有価証

券評価差額金

土地再評

価差額金

評価・換算 

差額等合計 

純資産合計

平成 21 年 3月 31 日残高 △43 10,554 △4,220 928 △3,292 7,261

 当中間期中の変動額   

利益準備金の積立  ―  ―

別途積立金の取崩  ―  ―

剰余金の配当  △54  △54

中間純利益  37  37

自己株式の取得 △1 △1  △1

 

株主資本以外の項目の当中間

期中の変動額（純額） 
 2,812 2,812 2,812

当中間期中の変動額合計 △1 △19 2,812 ― 2,812 2,792

平成 21 年 9月 30 日残高 △45 10,534 △1,408 928 △480 10,054

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

 
 
 
 
 
 



㈱佐賀共栄銀行 平成22年３月期 第２四半期決算短信

(4)【中間キャッシュ・フロー計算書】

前中間会計期間 当中間会計期間
(自 平成20年４月１日 (自 平成21年４月１日
至 平成20年９月30日) 至 平成21年９月30日)

税引前中間純利益 167 124
減価償却費 79 88
貸倒引当金の増減（△） 38 △ 413
賞与引当金の増減額（△は減少） △ 28 △ 30
退職給付引当金の増減額（△は減少） 13 21
役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 14 1
睡眠預金払戻損失引当金の増減額（△は減少） 3 0
資金運用収益 △ 2,717 △ 2,583
資金調達費用 376 322
有価証券関係損益（△） 21 286
為替差損益（△は益） △ 0 0
固定資産処分損益（△は益） 0 0
貸出金の純増（△）減 2,280 4,033
預金の純増減（△） △ 933 440
コールローン等の純増（△）減 － △ 2,400
コールマネー等の純増減（△） △ 5,000 △ 2,500
資金運用による収入 2,697 2,575
資金調達による支出 △ 316 △ 343
その他 14 32
小計 △ 3,285 △ 342
法人税等の支払額 △ 12 △ 12
営業活動によるキャッシュ・フロー △ 3,298 △ 355

有価証券の取得による支出 △ 3,051 △ 12,522
有価証券の売却による収入 112 8,012
有価証券の償還による収入 9,691 1,172
有形固定資産の取得による支出 △ 149 △ 51
無形固定資産の取得による支出 △ 21 △ 24
投資活動によるキャッシュ・フロー 6,580 △ 3,413

自己株式の取得による支出 △ 3 △ 1
配当金の支払額 △ 54 △ 54
財務活動によるキャッシュ・フロー △ 58 △ 56

0 △ 0
3,223 △ 3,825
6,137 7,607
9,361 3,782

営業活動によるキャッシュ・フロー

(単位：百万円)

財務活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

現金及び現金同等物に係る換算差額
現金及び現金同等物の増減額（△は減少）
現金及び現金同等物の期首残高
現金及び現金同等物の中間期末残高
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【継続企業の前提に関する事項】 
当中間会計期間（自 平成 21 年４月１日 至 平成 21 年９月 30 日） 

該当事項はありません。 
 
【中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項】 
 
 当中間会計期間 

（自平成21年４月１日  至平成21年９月30日） 

１．商品有価証券の評価基準及び評

価方法 
商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行って

おります。 

２．有価証券の評価基準及び評価方

法 
有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法(定

額法)、その他有価証券のうち時価のある株式については、中間決算期末前１ヵ月の市

場価格等の平均に基づく時価法(売却原価は移動平均法により算定)、時価のある株式

以外については、中間決算日の市場価格等に基づく時価法(売却原価は移動平均法によ

り算定)、時価のないものについては、移動平均法による原価法又は償却原価法により

行っております。なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法に

より処理しております。 

 

３．固定資産の減価償却の方法 (1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

有形固定資産は、定率法を採用し、年間減価償却費見積額を期間により按分し計

上しております。 

また、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建 物：６年～47年 

その他：３年～20年 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く） 

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェ

アについては、行内における利用可能期間(５年)に基づいて償却しております。 

(3) リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」（及び｢無形固定

資産｣)中のリース資産は、リース期間を耐用年数とした定額法によっております。

なお、残存価額については、リース契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残

価保証額とし、それ以外のものは零としております。 

なお、該当するリース資産はありません。 

(1) 貸倒引当金 
貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しており

ます。 

「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関す

る実務指針」(日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第４号)に規定する正

常先債権及び要注意先債権に相当する債権については、一定の種類毎に分類し、過

去の一定期間における各々の貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき引き当て

ております。破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可

能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認める額

を引き当てております。破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、

債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額

を引き当てております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施

し、当該部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果

に基づいて上記の引当を行っております。 

４．引当金の計上基準 

(2) 賞与引当金 

 賞与引当金は、従業員への賞与の支払に備えるため、従業員に対する賞与の支給

見込額のうち、当中間会計期間に帰属する額を計上しております。 
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 当中間会計期間 
（自平成21年４月１日  至平成21年９月30日） 

(3) 退職給付引当金 

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当中間会計期間末において発生している

と認められる額を計上しております。また、過去勤務債務及び数理計算上の差異の

費用処理方法は以下のとおりであります。 
 

過去勤務債務： 

その発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数(13年)による定額法に

より損益処理 

数理計算上の差異： 

各発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数(13年)による定額法によ

り按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から損益処理 

 

なお、会計基準変更時差異(490 百万円厚生年金基金代行返上後)については、15

年による按分額を費用処理することとし、当中間会計期間においては同按分額に 12

分の６を乗じた額を計上しております。 
(4) 役員退職慰労引当金 

役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員に対す

る退職慰労金の支給見積額のうち、当中間会計期間末までに発生していると認めら

れる額を計上しております。 

(5) 睡眠預金払戻損失引当金 

睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払

戻請求に備えるため、将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積もり必要と認め

る額を計上しております。 

５．リース取引の処理方法 所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年４月

１日前に開始する事業年度に属するものについては、通常の賃貸借取引に準じた会計

処理によっております。 

６．キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲 

中間キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、貸借対照表上の「現金預け

金」のうち現金および預入期間が３カ月以内の預け金であります。 

７．消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、有形固

定資産に係る控除対象外消費税等は当中間会計期間の費用に計上しております。 
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【注記事項】 

（中間貸借対照表関係） 
 

当中間会計期間末 
（平成21年９月30日） 

１．貸出金のうち、破綻先債権額は1,108百万円、延滞債権額は10,213百万円であります。 

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取立

て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不

計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由

又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。 

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的とし

て利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

２．貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は54百万円であります。 

なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸出金で破綻先債

権及び延滞債権に該当しないものであります。 

３．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は372百万円であります。 

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本

の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権

に該当しないものであります。 

４．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は11,749百万円であります。 

なお、1.から4.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

５．手形割引は、業種別監査委員会報告第24号に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた商業手形は、

売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は1,676百万円であります。 

６．担保に供している資産は次のとおりであります。 

為替決済、日銀取引等の取引の担保として有価証券19,631百万円、県及び市町の水道事業に係る収納事務の担保として
定期預け金２百万円を差し入れております。 
また、その他資産のうち保証金は43百万円であります。 
なお、手形の再割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」(日本公認会計士協

会業種別監査委員会報告第24号)に基づき金融取引として処理しておりますが、これにより引き渡した商業手形の額面金額

はありません。 

７．当座貸越契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定

の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、13,436百万円であり

ます。このうち原契約期間が１年以内のものが8,206百万円あります。 

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずしも当行の将

来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及び

その他相当の事由があるときは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条

項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的

に(半年毎に)予め定めている行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を

講じております。 

８．土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、評価差額につ

いては、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を

「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。 

再評価を行った年月日 

 平成10年３月31日 

同法律第３条第３項に定める再評価の方法   
土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に定める地価税法第16条に規定す

る地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が公表した方法により算定した価額に基

づいて、地点の修正､画地修正等､合理的な調整を行って算出しております。 

同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当中間期末における時価の合計額と当該事業用土地の再評価後の帳

簿価額の合計額との差額 
                            1,194百万円 

９．有形固定資産の減価償却累計額  2,986百万円 

10．有形固定資産の圧縮記帳額      203百万円 

11．社債は、劣後特約付社債1,000百万円であります。 
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当中間会計期間末 
（平成21年９月30日） 

12．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対する当行の保証債務の額

は70百万円であります。 

13．1株当たりの純資産額        550円68銭 

 
（中間損益計算書関係） 

当中間会計期間 
（自平成21年４月１日  至平成21年９月30日） 

１．その他経常費用には、株式等償却501百万円、貸倒引当金繰入額143百万円、債権売却損８百万円を含んでおります。 

２．１株当たり中間純利益金額  ２円02銭 

 
（中間株主資本等変動計算書関係） 
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

        （単位：千株） 

 前事業年度末 
株式数 

当中間会計期間

増加株式数 
当中間会計期間

減少株式数 
当中間会計期間 
末株式数 摘要 

発行済株式    

普通株式 18,352 ― ― 18,352  

合 計 18,352 ― ― 18,352  

自己株式    

普通株式 90 4 ― 94 (注) 

合 計 90 4 ― 94  

    （注）普通株式の自己株式の増加 ４千株は単元未満株式の買取りによる増加であります。 
 

２．配当に関する事項 
(１)当中間会計期間中の配当金支払額 

（決 議） 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

１株当たりの

金額（円）
基準日 効力発生日 

平成 21 年６月 26 日 

定時株主総会 普通株式 54 3.0 平成 21 年３月 31 日 平成 21 年６月 29 日 

 
(２)基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間の末日後となるもの 

（決 議） 株式の種類 配当金の総額

（百万円）
配当の原資

１株当たりの

金額（円）
基準日 効力発生日 

平成21年 11月 30日

取締役会（予定） 普通株式 45 利益剰余金 2.5 平成 21 年９月 30 日 平成 21 年 12 月９日

 
（中間キャッシュ･フロー計算書関係） 

当中間会計期間 
（自平成21年４月１日  至平成21年９月30日） 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとおりであります。

現金預け金勘定     3,784 百万円 

定期預け金        △2 百万円 

現金及び現金同等物   3,782 百万円 
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（有価証券関係） 

 

※１．中間貸借対照表の「有価証券」のほか「商品有価証券」を含めて記載しております。 

※２．「子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの」については、該当ありません。 

 

 当中間会計期間末 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成 21 年９月 30 日現在） 

 

 

中間貸借対照表 

計上額（百万円） 

時 価 

(百万円) 

差 額 

(百万円) 

国債 ― ― ― 

地方債 ― ― ― 

社債 500 502 2 

その他 2,709 2,177 △532 

合計 3,209 2,679 △530 

（注）時価は、当中間期末における市場価格等に基づいております。 

 

２．その他有価証券で時価のあるもの（平成 21 年９月 30 日現在） 

 取 得 原 価 

（百万円） 

中 間 貸 借 対 照 表 

計上額（百万円） 

評 価 差 額 

（百万円） 

株式 3,269 2,719 △549 

債券 38,423 38,555 132 

国債 11,936 12,130 194 

地方債 2,802 2,820 18 

社債 23,684 23,604 △80 

その他 8,559 7,568 △991 

合計 50,252 48,844 △1,408 

（注）１．中間貸借対照表計上額は、株式については当中間期末前１カ月の市場価格の平均に基づいて算定された額により、ま

た、それ以外（変動利付国債を除く）については、当中間期末日における市場価格等に基づく時価により、それぞれ

計上したものであります。 

２．変動利付国債の時価については、昨今の市場環境を踏まえた検討の結果、引続き市場価格を時価とみなせない状態に

あると判断し、当中間会計期間末においては合理的に算定された価額をもって中間貸借対照表計上額としております。 

３．その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得

原価まで回復する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって中間貸借対照表価額とするととも

に、評価差額を当中間期の損失として処理（以下「減損処理」という。）しております。 

当中間期における減損処理額は、501百万円（うち、株式 501百万円）であります。 

また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、当中間期末時の時価の下落率が簿価の30％以上である

ものを対象としております。時価の下落率が簿価の50％以上である場合は、時価が「著しく下落した」ときに該当す

ることとして減損処理を行っております。また、時価の下落率が30％以上50％未満である場合は回復可能性の判定を

行い、減損処理を行っております。 

 

 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間貸借対照表計上額（平成21年９月30日現在） 

内 容 金 額(百万円） 

その他有価証券 

 非上場株式 

 出資証券 

 私募債 

 

154 

22 

70 
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(金銭の信託関係) 
 

１．満期保有目的の金銭の信託(平成 21 年９月 30 日現在) 

該当事項はありません。 

 

２．その他の金銭の信託(運用目的及び満期保有目的以外)(平成 21 年９月 30 日現在) 

該当事項はありません。 

 

（税効果会計） 
 

当中間会計期間 
（自平成21年４月１日  至平成21年９月30日） 

 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ以下のとおりであります。 

 

繰延税金資産   

貸倒引当金 1,664 百万円 

有価証券評価損 77 百万円 

減価償却費 61 百万円 

退職給付引当金 244 百万円 

繰越欠損金 179 百万円 

その他 235 百万円 

繰延税金資産小計 2,462 百万円 

評価性引当額 △632 百万円 

繰延税金資産合計 1,829 百万円  

 

 




